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１ 件 名  岡山市女性活躍及びワーク・ライフ・バランスに関する調査結果報告
について

２ 概 要  本市における女性活躍及びワーク・ライフ・バランス実現のための取組に資

する基礎資料とするため、企業及び市民を対象とするアンケートを実施し、女

性活躍及びワーク・ライフ・バランスの取組状況や意識を調査した。この度、

その結果がまとまったので発表するもの。なお、同様の調査を平成２６年度に

実施している。 

３ 調査結果   

  （１）市内企業における女性管理職割合は上昇している。 

Ｈ２６ ９．９％ → Ｈ３０ １２．７％ （係長相当職以上） 

（２）女性管理職の増減傾向別に企業をグループ分けすると、「増加傾向」と答えた企業

において、売上高、経常利益ともに「増加傾向」と答えた企業の割合が高い。特に

経常利益についてはその傾向が大きくなっている。 

（３）女性活躍推進に「取り組んでいる」と回答した企業は前回調査に比べ増えている。 

Ｈ２６ １３．５％ → Ｈ３０ ３２．８％  

なお、「わからない」との回答が３５．８％（前回３７．５％）に及んでおり、

こうした層への働きかけが課題である。 

（４）市民アンケートでは、「女性管理職が増えること」「男性が育児休業、介護休業を

取得すること」に対して肯定的な意見が多く、性別、年代による差も少なかった。

一方で、回答者自身が「管理職をめざす意向」は前回調査より下がっている。 

（５）企業において、仕事と家庭の両立支援制度（育児、介護休業、短時間勤務等）を

導入した結果として、「女性の勤続年数が伸びた」「職場の雰囲気が良くなった」「職

場が活性化した」等の回答が前回調査よりも増えたが、一方で「（支援制度を）利用

していない人の仕事量が増えた」との回答も増えた。 



市民アンケートの「仕事と家庭を両立するために必要なこと」について、男女と

も「（支援制度を）利用しやすい職場環境」「上司や同僚の理解」を選んだ人が多か

ったが、「家族や配偶者の子育て、介護、家事の分担」は女性の方が多く、「長時間

残業の削減」は男性の方が多く選んでおり、依然として性別による役割分担意識の

影響がみられる。 

仕事と家庭の両立を進めるには、制度の充実だけでなく、制度が利用しやすい環

境づくりと、業務内容の見直し等による長時間労働の解消が不可欠であり、総合的

な取組が必要と考える。 

※別添資料「結果のまとめ」参照。なお、報告書全文はご希望により配付します。 

また、４月２３日に岡山市ホームページにも登載する予定です。 

４ 今後について  今回の調査結果を基に、「岡山市女性活躍推進協議会」等を通じて有識

者、経済団体、企業、官公庁等と意見交換するとともに連携を深め、よ

り効果的な取組を進めていく。 



「岡山市女性活躍及びワーク・ライフ・バランスに関する調査」

結果のまとめ

平成31年4月

企業アンケート 市民アンケート

調査目的
市内の企業における女性活躍の現状や仕事と家
庭の両立支援の取組状況を把握し、女性が輝く
まちづくり事業関連施策の基礎資料とする

市民の働くことに対する意識を把握し、女性が輝
くまちづくり事業関連施策の基礎資料とする

調査対象
岡山市内に事業所を有する従業員10人以上の
企業

岡山市内に居住する20歳代から50歳代の男女

標本数
1,100社
（岡山県企業年報2018より抽出）

3,000人
（単純無作為抽出法により住民基本台帳から抽出）

調査項目

○女性の雇用について
○女性活躍推進について
○ワーク・ライフ・バランス
（仕事と生活の調和）について
○ひとり親への支援について

○現在の就労状況
○結婚・育児の際の就労について
○女性の雇用環境について
○ワーク・ライフ・バランス
（仕事と生活の調和）について
○その他自由意見

調査方法 郵送による配布・回収 無記名方式

調査時期 平成30年６月８日～７月６日

回収結果 359社 （回収率：32.6％） 1,019人 （回収率：34.0％）

回答者内訳
製造業 42.7％ 非製造業 57.3％
従業員数100人未満 80.1％

〃 100人以上 19.9％

女性 64.9％ 男性 35.1％
20歳代 13.2％ 30歳代 25.4％
40歳代 32.5％ 50歳代 29.0％



（注）管理職は係長相当職以上とし、企業の組織系列の各部署において配下の係員等を指揮・監督
する役職のほか、専任職、スタッフ管理職等と呼ばれている役職を含む。
「女性管理職割合」・・・全回答企業の管理職総数のうちの女性割合。
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女性管理職割合（推移）

【企業アンケート】

女性管理職割合の推移及び増減傾向

（注）「女性管理職割合の増減傾向」・・・全回答企業のうち、女性従業員割合が過去
５年間において「増加傾向」「増減なし」「減少傾向」と回答した企業の割合。

「女性管理職割合の
増減傾向」

業種別にみると大きな差
は見られない。

従業員規模別では、規模
が大きいほど「増加傾向」
との回答割合が高くなって
いる。

【参考】 全国
H29 12.8％
H25 10.8％
（係長相当職以上）

雇用均等基本調査
（厚生労働省）

「製造業」： 製造業、建設業

「非製造業」： 上記以外。
卸売業、小売業、サービス業、
情報通信業、運輸業等。

１

16.0

12.6

14.5

79.9

84.6

82.1

4.1

2.8

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=194）

製造業

（n=143）

全体

（n=351）

女性管理職割合の増減傾向【業種別】

増加傾向 増減なし 減少傾向

25.7

16.7

12.9

8.7

70

81.7

85.7

86.7

4.3

1.7

1.4

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人以上
（n=70）

50～99人
（n=60）

30～49人
（n=70）

30人未満
（n=150）

女性管理職割合の増減傾向【従業員規模別】

増加傾向 増減なし 減少傾向

非製造業

（％）



【企業アンケート】

女性管理職割合の増減傾向別にみる
売上高、経常利益の増減傾向

女性管理職割合が「増加傾向」であると回答した企業において、売上高、経常利益
ともに「増加傾向」と回答する割合が高くなっている。特に経常利益について、その
差が大きくなっている。

２

41.7

44.7

55.1

33.3

34.5

28.6

25.0

20.8

16.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性管理職割合が

「減少傾向」の企業

（n=12）

女性管理職割合が

「増減なし」の企業

（n=284）

女性管理職割合が

「増加傾向」の企業

（n=49）

①売上高 （過去5年間の増減傾向）
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②経常利益 （過去5年間の増減傾向）

経常利益
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回答企業を、女性管理職割合の「増加傾向」グループ、「増減なし」グループ、「減少傾向」
グループに分けて上から順に並べ（垂直方向）、それぞれのグループの中で、売上高、経
常利益について、「増加傾向」「増減なし」「減少傾向」と答えた企業の割合を表したもの
（水平方向）。



32.8 7.7 23.7 35.8 n=338
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現在取り組んでいる 今後取り組みたい 取り組む予定はない わからない

問７ 貴社における女性管理職の登用やキャリア形成など女性活躍推進に向けた取組について、
あてはまるものを１つだけお選びください。

「女性活躍推進に向けた取組状況」

前回調査に比べ、
「取り組んでいる」は増えて、
「今後取り組みたい」は減っている。

この両方を合わせると約４割となり、
前回調査と変化がない。
⇒ 取組企業とそうでない企業に二極化。

また、「わからない」との回答が35.8％に
のぼっていることも、課題である。

【企業アンケート】

女性活躍推進に向けた取組状況
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②【今後取り組みたいこと】

ルール、枠組み
づくりが上位。 個別具体的な取組が前回

調査に比べ大きく上昇。

３

（％） （％）

（％）



育児休業、介護休業や短時間勤務制度など、仕事と家庭の両立支援制度を「導入済み」
の企業に対し、導入によって職場でどのような変化（反応）があったかを尋ねたもの。
前回調査と比較して、よい変化があらわれているとの回答が増えている。

(２)職場が活性化した

(５)勤労意欲が高まった

(６)良い人材を確保できた

４

問９ 貴社における仕事と家庭（出産・育児・介護）の両立支援の取組について、あてはまる
ものを１つだけお選びください。

45.5 21.5 8.3 24.6 n=325
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現在取り組んでいる 今後取り組みたい 取り組む予定はない わからない

【企業アンケート】
仕事と家庭（出産・育児・介護）の両立支援の取組について

(１)職場の雰囲気が
良くなった

(３)女性の勤続年数が
伸びた

(４)女性の管理職が
増えた

(７)同じ職場の人から
不満が出た

(８)利用していない
人の仕事量が
増えた

『そう思う』 『そう思わない』

>_<

よい反応が増えている一方、「制度を
利用していない人の仕事量が増えた」
も増加しており、業務見直しが必要。
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※平成26年度調査では「女性の勤労意欲が高まった」のため比較なし

※平成26年度調査にはない項目



『良いことだと思う』 『良くないことだと思う』
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「女性管理職が増えること」については、「良いことだと思う」との回答が多く、
性別、年代による大きな差はみられない。

年
代
別

性
別

女性管理職が増えることについてどう思うか

【市民アンケート】

管理職についての考え

５

回答者自身が管理職をめざしたいと思うかどうか

しかしながら、回答者自身が「管理職をめざしたいと思うか」との問いに対し、
男女とも「そう思う」が前回調査より少なくなっている。
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積極的に取るべき どちらかといえば、取る方がよい
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男女とも仕事と家庭を両立するために必要だと思うこと

年
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性
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『賛成』 『反対』

【市民アンケート】

男性が育児休業や介護休業などを取得することについての考え方

６

問12 男性も女性も仕事と家庭を両立するために、何が必要だと思いますか。
特に重要と思われるものを３つまでお選びください。
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の分担

短時間勤務、フレックスタイムや

在宅勤務の普及

長時間残業の削減

育児・介護等による休業がハンディ
とならない評価制度の導入

育児・介護休業中の給付金の充実

育児・介護等に関するサービスの充実

子育て・介護などによる退職後の再
雇用制度の普及

その他

(%)

全体(n=1,013) 女性(n=655) 男性(n=353)

※複数回答

「男性が育児休業
や介護休業などを
取得すること」につ
いては、「賛成」が
多く、性別、年代に
よる大きな差はみ
られない。

ただし、「積極的に
取るべき」に限定す
ると、20歳代では約
６割と最も高く、年代
が上がるにつれて
下がっている。

「仕事と家庭を両立するために
必要なこと」について、「育児・介
護休暇などを利用しやすい職場
環境」「上司や同僚の理解」を選
んだ人が多く、性別による大き
な差はみられない。

「家族や配偶者の子育て、介
護、家事の分担」は女性の方が
多く、「長時間残業の削減」は男
性の方が多く選んでいる。


